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連合がめざす「働くことを軸とする安心社会」
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連合が求める「リカレント教育・人材育成」の全体像
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・学ぶ楽しさや喜びを得られるよう、学びたい時に学べる環境の整備を

・人生を豊かにするため、個人が生涯にわたり学び続ける社会の実現を

・技術革新を見据えた人材育成に向け、働く場と学ぶ場を行き来できる環境の整備を



4

労働需要と労働供給にミスマッチ発生リスク

2040年の就業構造推計における職種間・学歴間のミスマッチ（経産省「第34回産業構造審議会総会」資料より）

・就業構造推計の結果、労働需要と労働供給に、職種間・学歴間によってミスマッチ
が発生するリスクが指摘されている

→ 戦略的な人材育成が必要
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産業活性化・雇用創出・人材育成を地方創生へ

・技術革新や成長が見込まれる分野への投資と教育研修を充実し、地域で活躍する人材
の育成を

→ 産業の活性化、雇用創出、人材育成、地元での就職は、地方創生にも資する

連携
必要な人材の

育成

経済産業省「国内投資マップ」より抜粋

大学機関

地元での雇用

卒業
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社会人の学びをめぐる課題

・社会人の学び直しや自己啓発には、「費用」と「時間」の問題という２つの壁が 
存在

→ 休暇を取得して学び直した際に支援する「人材開発支援助成金」の拡充

→ 企業に在籍しながら通えるカリキュラム、夜間・休日やオンライン講座の充実
など

費用・時間

社会人が学校で学び直しやすくするための必要な取組

出所：文部科学省「生涯学習に関する世論調査」（2022年）



高等教育費の国際比較
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・日本の高等教育の教育費に係る財政支援は、OECD平均を下回り、G7で最下位

・日本の授業料は、国公立機関の学士レベルの国内学生で年間5,645米ドルと、
データが入手可能なOECD諸国の中ではアメリカに次いで高額



大学進学と経済的問題の関係
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・経済的に厳しい環境が、子どもの大学等への進学の支障になっている可能性
・奨学金の利用率は、世帯年収900万円以下で50％超

→家庭の経済状況にかかわらず、すべての子どもが学びたいことを学べる社会に



地域の産業・企業実態を熟知した労使の地域構想推進プラットフォームへの参画、
社会人・企業のニーズ、技術革新を見据えた人材育成などの検討・推進、高等学
校などとの連携。

社会人の学び直しや人材育成に向けて、「費用」と「時間」の壁解消。

すべての子どもが学びたいことを学べるよう費用面の支援充実。

令和８年度地域大学振興プラン（仮称）への期待
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・連合がめざす社会である「働くことを軸とする安心社会」実現に向けた、５つの安
心の橋の一つである「学ぶことと働くことをつなぐ（橋Ⅰ）」施策・プランとなる
ことを期待。
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